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日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島研究開発拠点 

廃炉環境国際共同研究センター 

 

東京工業大学 
 

（2024 年 3 月 19 日受理） 

 

日本原子力研究開発機構（JAEA）廃炉環境国際共同研究センター（CLADS）では、令和 4年度 英

知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業（以下、「本事業」という。）を実施している。 

本事業は、東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所の廃炉等をはじめとした

原子力分野の課題解決に貢献するため、国内外の英知を結集し、様々な分野の知見や経験を、従

前の機関や分野の壁を越えて緊密に融合・連携させた基礎的・基盤的研究及び人材育成を推進す

ることを目的としている。 

平成 30 年度の新規採択課題から実施主体を文部科学省から JAEA に移行することで、JAEA とア

カデミアとの連携を強化し、廃炉に資する中長期的な研究開発・人材育成をより安定的かつ継続

的に実施する体制を構築した。 

本研究は、令和 3年度に採択された研究課題のうち、「非接触測定法を用いた燃料デブリ臨界解

析技術の高度化」の令和 4年度分の研究成果について取りまとめたものである。 

本研究は、非接触のアクティブ中性子法により燃料デブリの臨界安全上の特性を評価する測定

システムの開発と、燃料デブリ取出し作業員の安全確保方策の確立に資する基盤技術として多領

域積分型動特性解析コードの開発により燃料デブリ臨界解析技術を高度化することを目的として

おり、令和 3年度から令和 5年度の 3年計画の 2年目として東京工業大学、産業技術総合研究所、

長岡技術科学大学が連携して実施した。検出器設計最適化のために新たに基礎実験を行って取得

したデータを用いて、中性子輸送計算コードの妥当性及び不確かさを評価することで解析精度の

向上を図った。この基礎データを基にした輸送計算コードを用いたパラメトリックサーベイによ

り、検出器の配置や 3He ガス圧、減速材、遮蔽材、中性子源配置の最適化を実施することにより検

出器を設計した。 

遅発中性子による核分裂も考慮可能な多領域積分型動特性解析コード MIK2.0-MVP を開発し、予

備検証として GODIVA 炉超臨界実験の再現解析を実施した。この結果より、MIK2.0-MVP コードで

は、MIK1.0 コードが有する計算機能に加えて、遅発中性子による核分裂の効果を考慮することが

できるようになり、MIK2.0-MVP コードと粒子法コードの弱連成解析の土台となる新たな機能を確

立することができた。以上の活動により本研究の令和 4年度の目的を達成することができた。 

 

 

 

 

本報告書は、日本原子力研究開発機構の英知事業における委託業務として、東京工業大学が実施

した成果を取りまとめたものである。 

廃炉環境国際共同研究センター：〒979-1151 福島県双葉郡富岡町大字本岡字王塚 790-1
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Tomioka-machi, Futaba-gun, Fukushima-ken 

 
Tokyo Institute of Technology 

 
(Received March 19, 2024) 

 
The Collaborative Laboratories for Advanced Decommissioning Science (CLADS), Japan Atomic Energy 

Agency (JAEA), had been conducting the Nuclear Energy Science & Technology and Human Resource 
Development Project (hereafter referred to “the Project”) in FY2022. 

The Project aims to contribute to solving problems in the nuclear energy field represented by the 
decommissioning of the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station, Tokyo Electric Power Company 
Holdings, Inc. (TEPCO). For this purpose, intelligence was collected from all over the world, and basic 
research and human resource development were promoted by closely integrating/collaborating knowledge 
and experiences in various fields beyond the barrier of conventional organizations and research fields.  

The sponsor of the Project was moved from the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and 
Technology to JAEA since the newly adopted proposals in FY2018. On this occasion, JAEA constructed a 
new research system where JAEA-academia collaboration is reinforced and medium-to-long term 
research/development and human resource development contributing to the decommissioning are stably and 
consecutively implemented. 

Among the adopted proposals in FY2021, this report summarizes the research results of the “Fuel debris 
criticality analysis technology using non-contact measurement method” conducted in FY2022. 

The purpose of research was to improve the fuel debris criticality analysis technology using non-contact 
measurement method by the development of the fuel debris criticality characteristics measurement system 
and the multi-region integral kinetic analysis code. It was performed by Tokyo Institute of Technology, 
National Institute of Advanced Industrial Science and Technology, and Nagaoka University of Technology 
as the second year of three years research project. The accuracy of the analysis was improved by evaluating 
the validity and uncertainty of the neutron transport calculation code using data obtained from new 
experiments for the optimization of the detector design. A parametric survey using the transport calculation 
based on these data was used to design the detector system by optimizing the detector configuration. The 
multi-region integral kinetic analysis code MIK2.0-MVP, which can also take into account fission by delayed 
neutrons, was developed and an analysis of the GODIVA reactor supercriticality experiment was carried out 
as a preliminary validation. The results show that the MIK2.0-MVP code is able to take into account the 
effects of fission due to delayed neutrons. By the activities, the purpose of the research of the year was 
achieved. 
 
 
Keywords: Fuel Debris, Criticality Safety, Non-contact Measurement, Kinetic Analysis Numerical 

Simulation, International Collaboration  

This work was performed by Tokyo Institute of Technology under contract with Japan Atomic Energy Agency. 
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1. 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業の概要 

 

文部科学省では、「東京電力（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等研究開発の加速プラン（平

成 26年 6月文部科学省）」等を踏まえ、平成 27 年度から「英知を結集した原子力科学技術・人材

育成推進事業」（以下、「本事業」という。）を立ち上げ、「戦略的原子力共同研究プログラム」、「廃

炉加速化研究プログラム」及び「廃止措置研究・人材育成等強化プログラム」を推進している。 

具体的には、国内外の英知を結集し、国内の原子力分野のみならず様々な分野の知見や経験を、

機関や分野の壁を越え、国際共同研究も含めて緊密に融合・連携させることにより、原子力の課

題解決に資する基礎的・基盤的研究や産学が連携した人材育成の取組を推進している。 

一方、日本原子力研究開発機構（以下、「JAEA」という。）では、平成 27 年に廃炉国際共同研究

センター（以下、「CLADS」という。現：廃炉環境国際共同研究センター）を組織し、「東京電力ホ

ールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」等を踏

まえ、東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所廃炉（以下、「1F廃炉」という。）

に係る研究開発を進めている。 

また、平成 29年 4月に CLADS の中核拠点である「国際共同研究棟」の運用を開始したことを踏

まえ、今後は CLADS を中核に、廃炉の現場ニーズを踏まえた国内外の大学、研究機関等との基礎

的・基盤的な研究開発及び人材育成の取組を推進することにより、廃炉研究拠点の形成を目指す

ことが期待されている。 

このため、本事業では平成 30 年度の新規採択課題から実施主体を文部科学省から JAEA に移行

することで、JAEA とアカデミアとの連携を強化し、廃炉に資する中長期的な研究開発・人材育成

をより安定的かつ継続的に実施する体制を構築することとし、従来のプログラムを、①共通基盤

型原子力研究プログラム、②課題解決型廃炉研究プログラム、③国際協力型廃炉研究プログラム、

④研究人材育成型廃炉研究プログラム（令和元年度より新設）に再編した。 
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2. 平成 30 年度 採択課題 

 

 平成 30年度採択課題については以下のとおりである。 

 

課題数：19 課題 

共通基盤型原子力研究プログラム 11 課題（若手研究 6課題、一般研究 5課題） 

課題解決型廃炉研究プログラム  6 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム  2 課題（日英共同研究） 

 

 

平成 30 年度 採択課題一覧 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

被災地探査や原子力発電所建屋内情報収集のための

半自律ロボットを用いたセマンティックサーベイマ

ップ生成システムの開発 

河野 仁 東京工芸大学 

汚染土壌の減容を目的とした重液分離による放射性

微粒子回収法の高度化 
山﨑 信哉 筑波大学 

ラドンを代表としたアルファ核種の吸入による内部

被ばくの横断的生体影響評価 
片岡 隆浩 岡山大学 

炉心溶融物の粘性及び表面張力同時測定技術の開発 大石 佑治 大阪大学 

iPS 細胞由来組織細胞における放射線依存的突然変

異計測系の確立 
島田 幹男 東京工業大学 

レーザー共鳴イオン化を用いた同位体存在度の低い

ストロンチウム 90の迅速分析技術開発 
岩田 圭弘 東京大学 
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共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性核種の長期安定化を指向した使用済みゼオ

ライト焼結固化技術の開発 
新井 剛 芝浦工業大学 

燃料デブリ取り出しを容易にするゲル状充填材の

開発 
牟田 浩明 大阪大学 

レーザー蛍光法を用いた燃料デブリ変質相の同定 斉藤 拓巳 東京大学 

過酷炉心放射線環境における線量測定装置の開発 岡本 保 
木更津工業 

高等専門学校 

レーザー加工により発生する微粒子の解析と核種

同定手法の開発 
長谷川 秀一 東京大学 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

合金相を含む燃料デブリの安定性評価のための基

盤研究 
桐島 陽 東北大学 

ガンマ線画像スペクトル分光法による高放射線場

環境の画像化による定量的放射能分布解析法 
谷森 達 京都大学 

燃料デブリ取出し時における放射性核種飛散防止

技術の開発 
鈴木 俊一 東京大学 

アルファダストの検出を目指した超高位置分解能

イメージング装置の開発 
黒澤 俊介 東北大学 

ナノ粒子を用いた透明遮へい材の開発研究 渡邉 隆行 九州大学 

先端計測技術の融合で実現する高耐放射線燃料デ

ブリセンサーの研究開発 
萩原 雅之 

高エネルギー 

加速器研究機構 
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共通基盤型原子力研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 
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河野 仁 東京工芸大学 
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国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性微粒子の基礎物性解明による廃炉作業リスク

低減への貢献 
五十嵐 康人 茨城大学 

放射線耐性の高い薄型 SiC 中性子検出器の開発 三澤 毅 京都大学 
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3. 令和元年度 採択課題 

 

令和元年度採択課題については以下のとおりである。 

 

課題数：19 課題 

共通基盤型原子力研究プログラム  7 課題（若手研究 2課題、一般研究 5課題） 

課題解決型廃炉研究プログラム   4 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム   4 課題（日英共同研究 2課題、日露共同研究 2課題） 

研究人材育成型廃炉研究プログラム 4課題 

 

 

令和元年度 採択課題一覧 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

ウラニル錯体化学に基づくテーラーメイド型新規海

水ウラン吸着材開発 
鷹尾 康一朗 東京工業大学 

動作不能からの復帰を可能とする多連結移動ロボッ

トの半自律遠隔操作技術の確立 
田中 基康 電気通信大学 

 
 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性微粒子の基礎物性解明による廃炉作業リスク

低減への貢献 
五十嵐 康人 茨城大学 

放射線耐性の高い薄型 SiC 中性子検出器の開発 三澤 毅 京都大学 
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共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

一次元光ファイバ放射線センサを用いた原子炉建

屋内放射線源分布計測 
瓜谷 章 名古屋大学 

低線量・低線量率放射線被ばくによる臓器別酸化ス

トレス状態の検討 
鈴木 正敏 東北大学 

単一微粒子質量分析法に基づくアルファ微粒子オ

ンラインモニタリングに向けた基礎検討 
豊嶋 厚史 大阪大学 

幹細胞動態により放射線発がんを特徴付ける新た

な評価系の構築 
飯塚 大輔 

量子科学技術 

研究開発機構 

耐放射線性ダイヤモンド半導体撮像素子の開発 

梅沢 仁 

（～R2.3.31） 

大曲 新矢 

（R2.4.1～） 

産業技術総合 

研究所 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

Multi-Physics モデリングによる福島 2・3号機ペデ

スタル燃料デブリ深さ方向の性状同定 
山路 哲史 早稲田大学 

燃料デブリ取出しに伴い発生する廃棄物のフッ化

技術を用いた分別方法の研究開発 
渡邉 大輔 

日立ＧＥ 

ニュークリ

ア・エナジー 

アパタイトセラミックスによる ALPS 沈殿系廃棄物

の安定固化技術の開発 

竹下 健二 

（～R3.6.30） 

塚原 剛彦

（R3.7.1～） 

東京工業大学 

拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアームに

よる圧力容器内燃料デブリ調査への挑戦 
高橋 秀治 東京工業大学 
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国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

高い流動性および陰イオン核種保持性を有するア

ルカリ刺激材料の探索と様々な放射性廃棄物の安

全で効果的な固化 

佐藤 努 北海道大学 

再臨界前の中性子線増に即応可能な耐放射線 FPGA

システムの開発 
渡邊 実 

静岡大学 

（～R3.3.31） 

岡山大学 

（R3.4.1～） 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日露共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリ取出し臨界安全技術の高度化 小原 徹 東京工業大学

微生物生態系による原子炉内物体の腐食・変質に

関する評価研究 
金井 昭夫 慶應義塾 

 

研究人材育成型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリ取り出し時における炉内状況把握のた

めの遠隔技術に関する研究人材育成 
淺間 一 東京大学 

化学計測技術とインフォマティックスを融合した

デブリ性状把握手法の開発とタイアップ型人材育

成 

高貝 慶隆 福島大学 

放射線・化学・生物的作用の複合効果による燃料デ

ブリ劣化機構の解明 

大貫 敏彦 

（～R2.3.31） 

竹下 健二 

（～R3.6.30） 

塚原 剛彦 

（R3.7.1～） 

東京工業 

大学 

燃料デブリ分析のための超微量分析技術の開発 永井 康介 東北大学 

 
 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

一次元光ファイバ放射線センサを用いた原子炉建

屋内放射線源分布計測 
瓜谷 章 名古屋大学 

低線量・低線量率放射線被ばくによる臓器別酸化ス

トレス状態の検討 
鈴木 正敏 東北大学 

単一微粒子質量分析法に基づくアルファ微粒子オ

ンラインモニタリングに向けた基礎検討 
豊嶋 厚史 大阪大学 

幹細胞動態により放射線発がんを特徴付ける新た

な評価系の構築 
飯塚 大輔 

量子科学技術 

研究開発機構 

耐放射線性ダイヤモンド半導体撮像素子の開発 

梅沢 仁 

（～R2.3.31） 

大曲 新矢 

（R2.4.1～） 

産業技術総合 

研究所 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

Multi-Physics モデリングによる福島 2・3号機ペデ

スタル燃料デブリ深さ方向の性状同定 
山路 哲史 早稲田大学 

燃料デブリ取出しに伴い発生する廃棄物のフッ化

技術を用いた分別方法の研究開発 
渡邉 大輔 

日立ＧＥ 

ニュークリ

ア・エナジー 

アパタイトセラミックスによる ALPS 沈殿系廃棄物

の安定固化技術の開発 

竹下 健二 

（～R3.6.30） 

塚原 剛彦

（R3.7.1～） 

東京工業大学 

拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアームに

よる圧力容器内燃料デブリ調査への挑戦 
高橋 秀治 東京工業大学 
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4. 令和 2年度 採択課題 

 

令和 2年度は、2つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 2年 3月 17 日～令和 2年 5月 14 日（課題解決型） 

令和 2年 5月 13 日～令和 2年 7月 15 日（国際協力型） 

 

課題数：10 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題（若手研究 2課題、一般研究 6課題） 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英共同研究） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面接審

査、日英共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定した。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議での審議を経て、採

択課題を決定した。 

 

 

令和 2年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリにおける特性の経年変化と環境劣化割れ

の調査 

楊 会龍 

（～R4.7.31） 

村上 健太 
（R4.8.1～） 

東京大学 

健全性崩壊をもたらす微生物による視認不可腐食の

分子生物・電気化学的診断及び抑制技術の開発 
岡本 章玄 

物質・材料 

研究機構 
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課題解決型廃炉研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

遮蔽不要な臨界近接監視システム用ダイヤモンド

中性子検出器の要素技術開発 
田中 真伸 

高エネルギー

加速器研究 

機構 

α／β／γ 線ラジオリシス影響下における格納

容器系統内広域防食の実現：ナノバブルを用いた

新規防食技術の開発 

渡邉 豊 東北大学 

β、γ、X線同時解析による迅速・高感度放射性核

種分析法の開発 
篠原 宏文 

日本分析 

センター 

合理的な処分のための実機環境を考慮した汚染鉄

筋コンクリート長期状態変化の定量評価 
丸山 一平 東京大学 

溶脱による変質を考慮した汚染コンクリート廃棄

物の合理的処理・処分の検討 
小崎 完 北海道大学 

マイクロ波重畳 LIBS によるデブリ組成計測の高

度化と同位体の直接計測への挑戦 
池田 裕二 アイラボ 

 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

革新的水質浄化剤の開発による環境問題低減化技

術の開拓 
浅尾 直樹 信州大学 

無人航走体を用いた燃料デブリサンプルリターン

技術の研究開発 
鎌田 創 

海上・港湾・

航空技術 

研究所 

 

  

 
 

4. 令和 2年度 採択課題 

 

令和 2年度は、2つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 2年 3月 17 日～令和 2年 5月 14 日（課題解決型） 

令和 2年 5月 13 日～令和 2年 7月 15 日（国際協力型） 

 

課題数：10 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題（若手研究 2課題、一般研究 6課題） 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英共同研究） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面接審

査、日英共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定した。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議での審議を経て、採

択課題を決定した。 

 

 

令和 2年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリにおける特性の経年変化と環境劣化割れ

の調査 

楊 会龍 

（～R4.7.31） 

村上 健太 
（R4.8.1～） 

東京大学 

健全性崩壊をもたらす微生物による視認不可腐食の

分子生物・電気化学的診断及び抑制技術の開発 
岡本 章玄 

物質・材料 

研究機構 
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5. 令和 3年度 採択課題 

 

令和 3年度は、2つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 3年 3月 16 日～令和 3年 5月 17 日（課題解決型） 

令和 3年 4月 13 日～令和 3年 7月 1 日（国際協力型 日英共同研究） 

令和 3年 7月 12 日～令和 3年 8月 18 日（国際協力型 日露共同研究） 

 

課題数：12 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英）、2課題（日露） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面

接審査、日英・日露共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定し

た。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議及びステアリ

ングコミッティでの審議を経て、採択課題を決定した。 

 

令和 3年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

建屋応答モニタリングと損傷イメージング技術を

活用したハイブリッド型の原子炉建屋長期健全性

評価法の開発研究 

前田 匡樹 東北大学 

燃料デブリ周辺物質の分析結果に基づく模擬デブ

リの合成による実機デブリ形成メカニズムの解明

と事故進展解析結果の検証によるデブリ特性デー

ターベースの高度化 

宇埜 正美 福井大学 

ジオポリマー等による PCV 下部の止水・補修及び

安定化に関する研究 
鈴木 俊一 東京大学 

世界初の同位体分析装置による少量燃料デブリの

性状把握分析手法の確立 
坂本 哲夫 工学院大学 

アルファ微粒子の実測に向けた単一微粒子質量分

析法の高度化 
豊嶋 厚史 大阪大学 
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課題名 研究代表者 所属機関 

連携計測による線源探査ロボットシステムの開発

研究 
人見 啓太朗 東北大学 

中赤外レーザー分光によるトリチウム水連続モニ

タリング手法の開発 
安原 亮 

自然科学 

研究機構 

福島原子力発電所事故由来の難固定核種の新規ハ

イブリッド固化への挑戦と合理的な処分概念の構

築・安全評価 

中瀬 正彦 
東京工業 

大学 

 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

福島第一原子力発電所の廃止措置における放射性

エアロゾル制御及び除染に関する研究 

Erkan 

Nejdet 

（～R4.1.31） 

三輪 修一郎

（R4.2.1～） 

東京大学 

燃料デブリ取り出しのための機械式マニピュレー

タのナビゲーションおよび制御 
淺間 一 東京大学 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日露共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

福島第一発電所 2、3号機の事故進展シナリオに基

づく FP・デブリ挙動の不確かさ低減と炉内汚染状

況・デブリ性状の把握 

小林 能直 
東京工業 

大学 

非接触測定法を用いた燃料デブリ臨界解析技術の

高度化 
小原 徹 

東京工業 

大学 

 

 

 

 

 

 

 

5. 令和 3年度 採択課題 

 

令和 3年度は、2つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 3年 3月 16 日～令和 3年 5月 17 日（課題解決型） 

令和 3年 4月 13 日～令和 3年 7月 1 日（国際協力型 日英共同研究） 

令和 3年 7月 12 日～令和 3年 8月 18 日（国際協力型 日露共同研究） 

 

課題数：12 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英）、2課題（日露） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面

接審査、日英・日露共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定し

た。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議及びステアリ

ングコミッティでの審議を経て、採択課題を決定した。 

 

令和 3年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

建屋応答モニタリングと損傷イメージング技術を

活用したハイブリッド型の原子炉建屋長期健全性

評価法の開発研究 

前田 匡樹 東北大学 

燃料デブリ周辺物質の分析結果に基づく模擬デブ

リの合成による実機デブリ形成メカニズムの解明

と事故進展解析結果の検証によるデブリ特性デー

ターベースの高度化 

宇埜 正美 福井大学 

ジオポリマー等による PCV 下部の止水・補修及び

安定化に関する研究 
鈴木 俊一 東京大学 

世界初の同位体分析装置による少量燃料デブリの

性状把握分析手法の確立 
坂本 哲夫 工学院大学 

アルファ微粒子の実測に向けた単一微粒子質量分

析法の高度化 
豊嶋 厚史 大阪大学 
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6. 令和 4年度 採択課題 

 

令和 4年度は、2つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 4年 3月 1日～令和 4年 5月 6日（課題解決型） 

令和 4年 4月 7日～令和 4年 6月 16 日（国際協力型 日英共同研究） 

 

課題数：8課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 6 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面

接審査、日英共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定した。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議及びステアリ

ングコミッティでの審議を経て、採択課題を決定した。 

 

令和 4年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

革新的アルファダスト撮像装置と高線量率場モニ

タの実用化とその応用 
黒澤 俊介 東北大学 

3次元線量拡散予測法の確立とγ線透過率差を利

用した構造体内調査法の開発 
谷森 達 京都大学 

α汚染可視化ハンドフットクロスモニタの要素技

術開発 
樋口 幹雄 北海道大学 

高放射線耐性の低照度用太陽電池を利用した放射

線場マッピング観測システム開発 
奥野 泰希 京都大学 

障害物等による劣悪環境下でも通信可能なパッシ

ブ無線通信方式の開発 
新井 宏之 

横浜国立 

大学 
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課題名 研究代表者 所属機関 

無線 UWB とカメラ画像分析を組合せたリアルタイ

ム 3D位置測位・組込システムの開発・評価 
松下 光次郎 岐阜大学 

 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

耐放射線プロセッサを用いた組み込みシステムの

開発 
渡邊 実 岡山大学 

マイクロ・ナノテクノロジーを利用したアルファ
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東京工業 
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6. 令和 4年度 採択課題 

 

令和 4年度は、2つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 
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令和 4年 4月 7日～令和 4年 6月 16 日（国際協力型 日英共同研究） 

 

課題数：8課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 6 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面

接審査、日英共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定した。 
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黒澤 俊介 東北大学 

3次元線量拡散予測法の確立とγ線透過率差を利

用した構造体内調査法の開発 
谷森 達 京都大学 

α汚染可視化ハンドフットクロスモニタの要素技

術開発 
樋口 幹雄 北海道大学 

高放射線耐性の低照度用太陽電池を利用した放射

線場マッピング観測システム開発 
奥野 泰希 京都大学 

障害物等による劣悪環境下でも通信可能なパッシ

ブ無線通信方式の開発 
新井 宏之 

横浜国立 

大学 
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本報告書は、以下の課題の令和 4年度分の研究成果について取りまとめたものである。 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日露共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

非接触測定法を用いた燃料デブリ臨界解析技

術の高度化 
小原 徹 東京工業大学 

 

研究成果を取りまとめた成果報告書を付録として添付する。 
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概略 

燃料デブリ取出し作業を安全かつ効率的に行うためには、事前情報が限られる取出し直後の

燃料デブリについて、1次スクリーニングにより臨界安全上のリスクを迅速に測定・評価するこ

とで燃料デブリの仕分けと核分裂性物質の計量を行う必要がある。また、臨界が発生した場合

の影響評価のため、燃料デブリ取出し作業の影響（振動、水流、落下など）によって燃料デブ

リ粒子が水中を移動する可能性も考慮した核的な結合炉体系について、適切な対策を検討・実

装しておくことが望まれている。 

本研究は、非接触のアクティブ中性子法により燃料デブリの臨界安全上の特性を評価する測

定システムの開発と、燃料デブリ取出し作業員の安全確保方策の確立に資する基盤技術として

多領域積分型動特性解析コードの開発により燃料デブリ臨界解析技術を高度化することを目的

とする。令和 3 年度から令和 5 年度の 3 年計画の 2 年目として国立大学法人東京工業大学（以

下、「東京工業大学」という。）、国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下、「産総研」とい

う。）、国立大学法人長岡技術科学大学（以下、「長岡技科大」という。）が連携して実施した。開

発する臨界特性測定システムは、アクティブ中性子法を用いて、誘導核分裂中性子と減速・熱

化中性子を同時に測定することにより、核分裂性ウラン、プルトニウム、含有水素量を定量化

し、燃料デブリの臨界安全上の特性を評価する。検出器は中性子源、中性子検出器、減速材、

遮蔽体を適切に配置する必要があり、モンテカルロ中性子輸送計算でシステム性能の確認と設

計の最適化を行う。多領域積分型動特性解析コードの開発については、燃料デブリの動きを含

む燃料デブリ弱結合炉体系の臨界影響評価を行えるようにするため、東京工業大学が独自に開

発した弱結合炉体系にも適用可能な空間依存動特性解析コードである多領域積分型動特性解析

コード（Multi-region Integral Kinetic code）MIK2.0 と、日本で開発された汎用連続エネル

ギー中性子輸送モンテカルロ計算コード（Monte Carlo code for Vector Processors version 

3）MVP-3 を結合した MIK2.0-MVP コードを開発する。多様な臨界シナリオに対応するため、「燃

料デブリの移動」と「燃料デブリ弱結合炉体系」の組合せに加えて、燃料デブリ取出し作業中

に想定される状況を考慮して、水中を落下する燃料デブリ多粒子体系と底部に存在する塊状燃

料デブリベッドからなる燃料デブリ弱結合炉体系の遅発超臨界を臨界シナリオとして想定し、

MIK2.0-MVP コードと MPS（Moving Particle Simulation）計算コードから得られる結果を結合

させた MIK2.0-MVP／MPS 弱連成解析を行う。 

令和 4 年度は、東京工業大学では令和 3 年度に収集・整理した産総研が保有する中性子減速

場における中性子測定実験のデータ、加えて検出器設計最適化のために新たに基礎実験を行っ

て取得したデータを用いて、中性子輸送計算コードの妥当性及び不確かさを評価することで解

析精度の向上を図った。この基礎データを基にした輸送計算コードを用いたパラメトリックサ

ーベイにより、検出器の配置や 3He ガス圧、減速材、遮蔽材、中性子源配置の最適化を実施する

ことにより検出器を設計した。 

産総研では、基礎実験として減速材（ポリエチレン、軽水、黒鉛）と中性子源（252Cf 線源、
241AmBe 線源、加速器線源）の組合せからなる体系において、金箔・金ワイヤーを用いた放射化

法による中性子束分布の詳細測定、3He 比例計数管を用いた同時計数実験を実施した。この実験

により、減速材体系における中性子源の中性子エネルギー依存性、減速時間や中性子透過の減

速材厚さ依存性を検証するための比較用実験データを取得した。同時計数測定システムの動作

検証を行い、正常に動作することを確認した。 

長岡技科大では、遅発中性子による核分裂も考慮可能な多領域積分型動特性解析コード

MIK2.0-MVP を開発し、予備検証として GODIVA 炉超臨界実験の再現解析を実施した。この結果
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vii 
 

より、MIK2.0-MVP コードでは、MIK1.0 コードが有する計算機能に加えて、遅発中性子による核

分裂の効果を考慮することができるようになったことを確認した。令和 4年度の検討を通じて、

MIK2.0-MVPコードと粒子法コードの弱連成解析の土台となる新たな機能を確立することができ

た。 

 

前年度までの成果報告書： 

非接触測定法を用いた燃料デブリ臨界解析技術の高度化（委託研究）；令和 3年度英知を結集し

た原子力科学技術・人材育成推進事業，JAEA-Review 2022-043 

https://doi.org/10.11484/jaea-review-2022-043 
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概略 

燃料デブリ取出し作業を安全かつ効率的に行うためには、事前情報が限られる取出し直後の

燃料デブリについて、1次スクリーニングにより臨界安全上のリスクを迅速に測定・評価するこ

とで燃料デブリの仕分けと核分裂性物質の計量を行う必要がある。また、臨界が発生した場合

の影響評価のため、燃料デブリ取出し作業の影響（振動、水流、落下など）によって燃料デブ

リ粒子が水中を移動する可能性も考慮した核的な結合炉体系について、適切な対策を検討・実

装しておくことが望まれている。 

本研究は、非接触のアクティブ中性子法により燃料デブリの臨界安全上の特性を評価する測

定システムの開発と、燃料デブリ取出し作業員の安全確保方策の確立に資する基盤技術として

多領域積分型動特性解析コードの開発により燃料デブリ臨界解析技術を高度化することを目的

とする。令和 3 年度から令和 5 年度の 3 年計画の 2 年目として国立大学法人東京工業大学（以

下、「東京工業大学」という。）、国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下、「産総研」とい

う。）、国立大学法人長岡技術科学大学（以下、「長岡技科大」という。）が連携して実施した。開

発する臨界特性測定システムは、アクティブ中性子法を用いて、誘導核分裂中性子と減速・熱

化中性子を同時に測定することにより、核分裂性ウラン、プルトニウム、含有水素量を定量化

し、燃料デブリの臨界安全上の特性を評価する。検出器は中性子源、中性子検出器、減速材、

遮蔽体を適切に配置する必要があり、モンテカルロ中性子輸送計算でシステム性能の確認と設

計の最適化を行う。多領域積分型動特性解析コードの開発については、燃料デブリの動きを含

む燃料デブリ弱結合炉体系の臨界影響評価を行えるようにするため、東京工業大学が独自に開

発した弱結合炉体系にも適用可能な空間依存動特性解析コードである多領域積分型動特性解析

コード（Multi-region Integral Kinetic code）MIK2.0 と、日本で開発された汎用連続エネル

ギー中性子輸送モンテカルロ計算コード（Monte Carlo code for Vector Processors version 

3）MVP-3 を結合した MIK2.0-MVP コードを開発する。多様な臨界シナリオに対応するため、「燃

料デブリの移動」と「燃料デブリ弱結合炉体系」の組合せに加えて、燃料デブリ取出し作業中

に想定される状況を考慮して、水中を落下する燃料デブリ多粒子体系と底部に存在する塊状燃

料デブリベッドからなる燃料デブリ弱結合炉体系の遅発超臨界を臨界シナリオとして想定し、

MIK2.0-MVP コードと MPS（Moving Particle Simulation）計算コードから得られる結果を結合

させた MIK2.0-MVP／MPS 弱連成解析を行う。 

令和 4 年度は、東京工業大学では令和 3 年度に収集・整理した産総研が保有する中性子減速

場における中性子測定実験のデータ、加えて検出器設計最適化のために新たに基礎実験を行っ

て取得したデータを用いて、中性子輸送計算コードの妥当性及び不確かさを評価することで解

析精度の向上を図った。この基礎データを基にした輸送計算コードを用いたパラメトリックサ

ーベイにより、検出器の配置や 3He ガス圧、減速材、遮蔽材、中性子源配置の最適化を実施する

ことにより検出器を設計した。 

産総研では、基礎実験として減速材（ポリエチレン、軽水、黒鉛）と中性子源（252Cf 線源、
241AmBe 線源、加速器線源）の組合せからなる体系において、金箔・金ワイヤーを用いた放射化

法による中性子束分布の詳細測定、3He 比例計数管を用いた同時計数実験を実施した。この実験

により、減速材体系における中性子源の中性子エネルギー依存性、減速時間や中性子透過の減

速材厚さ依存性を検証するための比較用実験データを取得した。同時計数測定システムの動作

検証を行い、正常に動作することを確認した。 

長岡技科大では、遅発中性子による核分裂も考慮可能な多領域積分型動特性解析コード

MIK2.0-MVP を開発し、予備検証として GODIVA 炉超臨界実験の再現解析を実施した。この結果
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1. はじめに 

1.1 研究目的 

燃料デブリは、その溶融過程で炉内構造材などと混合または付着しており、その形状及び組

成が多岐にわたっている。詳細な情報が不明な取出し直後の燃料デブリを、核分裂性物質の有

無やその臨界安全上のリスクに応じて迅速にスクリーニングすることが可能になれば、燃料取

出し作業を安全かつ効率的に行うことができる。ウラン・プルトニウムの非破壊による計量方

法には、中性子照射によって誘導核分裂中性子を測定するアクティブ中性子法や自発核分裂な

どによって発生する中性子を利用するパッシブ中性子法、ガンマ線を測定する方法などがある。

また、中性子源として加速器を使用する方法も提案されている。しかしながら、格納容器内は

大量の放射性核分裂性物質によって汚染され、高線量ガンマ線環境であり、アクセスなどが限

られた条件にある。また、燃料デブリは、多孔質化し、冷却水を含有したり、コンクリートと

混合することで水素を含んだりしているため、中性子法を適用する場合、中性子の減速によっ

てより多くの核分裂反応が誘導される。したがって、含まれる水素量も併せて推定することが

このような条件下での核分裂性核種の定量精度に重要となる。水素含有については、中性子源

を用いて、熱化した中性子を計数することによって水分量を測定する中性子水分計が鉄鋼業や

土木工事の分野において利用されている。ウラン計量、水分計の測定はともに中性子を計数す

る技術が基になっており、この機能を 1つの測定システムに統合できれば、スクリーニングを

効率的に行うことができる。 

燃料デブリ取出し時等に万が一臨界事故が発生した場合の影響について評価し、適切な対策

を検討・実装しておくことが望まれている。万が一臨界が発生した場合に安全を確保するため

に、臨界発生時の挙動評価を通した作業員の安全確保対策の確立が望まれている。しかし現状

では、燃料デブリ取出し時等における臨界を未然に防ぐための臨界監視や臨界管理のためのシ

ステム構築が進められているが、臨界が発生した場合の影響の見積もりや具体的な対策の検討

は十分に進んでいない。このため、臨界が発生した場合の構造物や作業員への影響評価や、そ

の評価結果に基づいた合理的な安全を確保するための考え方や具体的な対策検討が課題と考

えられている。燃料デブリ取出し時の臨界影響評価にあたっては、損傷した原子炉圧力容器内

の燃料デブリは、核的な結合炉体系となっている可能性も考慮する必要がある。例えば、再凝

固した塊状燃料デブリベッド内では、セラミックス層（増倍系）が金属層（非増倍系）で分離

されている可能性がある。塊状燃料デブリベッドの上に空隙を保ちながら堆積する燃料デブリ

多粒子体系は、空隙が冷却水で満たされると、高速中性子スペクトル体系（下部）と熱中性子

スペクトル体系（上部）からなる結合炉体系と見なすことができる。さらに、燃料デブリ粒子

は、燃料デブリ取出し作業の影響（振動、水流、落下など）によって水中を移動する可能性も

考慮する必要がある。 

このような背景の下、本研究は、非接触のアクティブ中性子法により核分裂性ウラン、プル

トニウム、含有水素量を定量化し、燃料デブリの臨界安全上の特性を評価することができる測

定システムを開発し、同時に燃料デブリ取出し作業員の安全確保方策の確立に貢献する基盤技

術として多領域積分型動特性解析コードを開発し、燃料デブリの動きを含む燃料デブリ弱結合

炉体系の臨界影響評価を実施できるようにすることを目的とする。 

 

1.2 研究概要 

本研究は、臨界特性測定システムと多領域積分型動特性解析コードの開発を行う。 
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燃料デブリの臨界特性測定システムについては、東京工業大学、産総研が連携して研究開発

を実施する。開発する測定システムは、アクティブ中性子法を用いて、誘導核分裂中性子と減

速・熱化中性子を同時に測定する検出器を設計する。検出器は中性子源、中性子検出器、減速

材、遮蔽体を適切に配置する必要があり、モンテカルロ計算ベースで性能の確認と設計の最適

化を行う。最適化にあたっては計算コード及び核データの妥当性を検証するために、新たに取

得する実験データとの比較を行う。設計した検出器について、測定結果から核分裂性核種の量、

水素含有用への換算するための手法について、計算ベースで検証を行う。最終的に開発した検

出システムについて、検出限界や測定時間、精度、ガンマ線バックグラウンド下での影響など

システムの性能について比較を行う。 

多領域積分型動特性解析コードの開発については、燃料デブリの動きを含む燃料デブリ弱結

合炉体系の臨界影響評価を行えるようにするため、東京工業大学が独自に開発している弱結合

炉体系にも適用可能な空間依存動特性解析コードである多領域積分型動特性解析コード

MIK2.0 と、日本で開発された汎用連続エネルギー中性子輸送モンテカルロ計算コード MVP-3 を

結合した MIK2.0-MVP コードを開発する。多様な臨界シナリオに対応するため、「燃料デブリの

移動」と「燃料デブリ弱結合炉体系」の組合せに加えて、燃料デブリ取出し作業中に想定され

る状況を考慮して、水中を落下する燃料デブリ多粒子体系と底部に存在する塊状燃料デブリベ

ッドからなる燃料デブリ弱結合炉体系の遅発超臨界を臨界シナリオとして想定する。この臨界

シナリオに対してMIK2.0-MVPコードとMPS計算コードから得られる結果を結合させたMIK2.0-

MVP／MPS 弱連成解析を行う。MIK2.0-MVP コードの検証には、結合炉体系における超臨界／パ

ルス中性子源実験の出力動特性データが不可欠である。そこでMIK2.0-MVPコードの開発では、

(1)結合炉超臨界／パルス中性子源実験データの詳細調査、(2)MIK2.0-MVP コードの開発（コー

ディング）と(3)結合炉超臨界／パルス中性子源実験データを用いた MIK2.0-MVP コードの予備

検証、(4)MIK2.0-MVP／MPS 弱連成解析を実施する。 
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2. 業務計画 

2.1 全体計画 

本研究は、臨界特性測定システムと多領域積分型動特性解析コードの開発にあたり、東京工

業大学、産総研、長岡技科大が連携して実施する。本研究の目的達成のための実施項目は下記

の 3項目である。 

(1) 燃料デブリの臨界特性測定システムの開発 

(2) 燃料デブリの臨界特性測定システムの性能試験 

(3) 燃料デブリ弱結合炉体系臨界影響解析手法の高度化 

 

臨界特性測定システムは、非接触のアクティブ中性子法による誘導核分裂中性子と含有水素

による熱化中性子を同時に測定することにより核分裂性ウラン、プルトニウム、含有水素量を

定量化し、燃料デブリの臨界安全上の特性を評価することができる測定システムを開発する。

この測定システムの開発では、検出器の設計、最適化、性能評価について中性子輸送計算を基

に数値解析によって行う「(1) 燃料デブリの臨界特性測定システムの開発」と、検出器の設計

に必要な中性子計測の基礎データの取得や製作した測定システムの試験を行う「(2) 燃料デブ

リの臨界特性測定システムの性能試験」により実施する。 

「(1) 燃料デブリの臨界特性測定システムの開発」では、①検出器の設計、②補正・換算係

数の評価、③性能評価の段階で研究を進める。①検出器の設計では、検出器システムの検出効

率と計量精度の向上のため、中性子源と検出器、減速材と遮蔽材の配置について、モンテカル

ロ計算により最適化を行う。計算コード及び核データの妥当性検証には、(2)-①の基礎実験に

おいて新たに取得する実験データを用いて比較・検討する。計算結果と実験データの比較を行

い、解析精度の評価を行う。評価済み核データライブラリ間の比較や熱中性子散乱則の評価を

行い、解析精度の向上を図る。精度の向上、評価を行った解析コードを用いて、臨界特性測定

システム用の検出器の設計を行う。検出器は中性子源（241AmBe 中性子源、252Cf 中性子源）、中

性子検出器（3He 比例計数管）、減速材（ポリエチレン、黒鉛、軽水）と遮蔽材（鉛、鉄、ホウ

素入りポリエチレンなど）を組み合わせたものになる。誘導核分裂中性子の高効率測定と含有

水素による減速中性子の分離測定を両立させる減速材の大きさや検出器の配置を計算によっ

て最適化させる。②補正・換算係数の評価では、開発した検出器を用いて得られた測定データ

から核分裂性ウラン、プルトニウムの計量、水素含有量、臨界安全上の特性を導出するための

手法を検討・評価する。燃料デブリに関する取得可能なデータと測定データを基にする入力群

に対して、核分裂性ウラン、プルトニウム（235U、239Pu、241Pu）量、水素含有量（H/U）、燃料デ

ブリの無限増倍率（k∞）を出力とするための補正・換算係数を計算により導出する。様々な形

状、組成、水素含有量の燃料デブリに対して計算を行い、測定値との相関を評価する。導出手

法としては機械学習の適用も行い、最適な方法を検討・評価する。③性能評価では、開発した

検出器と核分裂性ウラン、プルトニウムの計量、水素含有量、臨界安全上の特性を導出するた

めの手法を組み合わせた検出システムについて、産総研が担当する(1)-③の性能試験結果を用

いて核分裂性核種の検出限界、精度、適応可能な燃料デブリ形状や測定時間などの性能を評価

する。 

「(2) 燃料デブリの臨界特性測定システムの性能試験」では、①検出器の基礎実験、②検出

器の実証実験、③検出システムの性能評価試験の段階で研究を進める。①検出器の基礎実験で

は、測定システムを開発するにあたって、計算コードと核データの検証用に必要となる実験デ

ータの収集と整理を行う。対象となる実験データはポリエチレン、黒鉛、軽水などの減速材と
3He 比例計数管を用いた実験である。収集・整理した実験データは東京工業大学が担当する(1)- 
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①検出器の設計において利用する。計算の高精度化には、比較対象となる実験の高精度化が必

要になる。減速体系における中性子束の絶対測定には金の放射化法が用いられる。放射化金試

料から放出されるガンマ線の井戸型 NaI(Tl)シンチレーション検出器での検出効率を高精度で

校正する。また、アクティブ中性子法で使用する中性子源（252Cf 中性子源）について、中性子

放出率を高精度で校正する。検出器の設計の最適化（東京工業大学担当(1)-①）のため、減速

材厚さに対する熱中性子束、検出効率関する実験を実施する。放出中性子エネルギーが異なる

中性子源（241AmBe 線源、252Cf 線源、加速器線源）について減速材中の熱中性子束分布を金の放

射化、3He 比例計数管での測定で行う。測定データは計算結果との比較・検証に使用する。誘導

核分裂中性子の同時計数を検証するための実験を実施する。誘導核分裂で発生する中性子は、

減速材で減速して、主に熱中性子になってから 3He 比例計数管で（n,p）反応により検出される。

減速時間が同時計数の精度に影響するため、計算の検証用に実験を実施する。異なる減速材、

異なる体系の大きさでゲート時間を変えた実験を行うことで、計算によって減速時間が精度良

く計算できているかの比較用実験データを取得する。②検出器の実証実験では、熱中性子の国

家標準場において、購入した 3He 検出器の検出効率を高精度で校正する。開発した検出器に対

して、誘導核分裂中性子を模擬した 252Cf 自発核分裂から発生する中性子の測定を行う。測定は

同時測定で行い、同時計数の検出効率を導出する。③検出システムの性能評価試験では、水素

含有した模擬燃料デブリを用いた性能試験を実施し、性能評価のための基礎データを取得する。

水素含有物として、ポリエチレン、コンクリート、軽水などを組み合わせて開発した検出器を

使用して、測定を実施し、核分裂性ウラン量、水素含有量の導出方法が適用可能か検証する。 

多領域積分型動特性解析コードの開発のため、「(3) 燃料デブリ弱結合炉体系臨界影響解析

手法の高度化」を実施する。この研究は、①開発環境構築、②開発・予備検証、③臨界影響解

析の 3段階で実施する。①開発環境構築では、MIK2.0-MVP コードの開発専用メニーコアマルチ

ノード並列計算・データサーバーを導入する。導入したサーバーにおいて、既存の MIK2.0 コー

ドと MVP コードの動作確認を行う。また、結合炉超臨界／パルス中性子源実験データの詳細調

査を実施する。MIK2.0-MVP コードの開発には、計算ジョブ予約の必要性やユーザー使用状況

（繁忙期など）の影響があるクラウドサーバーではなく、トライアンドエラーに不可欠な即時

応答性を確保できる開発専用のサーバーが必要となる。また、MIK2.0 コードは遅発中性子に関

連した積分型動特性パラメータを、中性子輸送モンテカルロ計算を繰り返すことによって計算

するため、中性子輸送モンテカルロ計算から得られる膨大な核分裂中性子のデータを保持・直

接編集が可能なデータサーバー機能を兼ね備えた大規模な並列計算サーバーが必要となる。こ

のような背景から、令和 3 年度は MIK2.0-MVP コード開発専用のメニーコアマルチノード並列

計算・データサーバーを導入する。導入したサーバーにおいて、既存の MIK2.0 コードと MVP コ

ードをインストールし、両コードの動作確認を行う。結合炉超臨界／パルス中性子源実験デー

タの詳細調査では、実験に用いられた結合炉体系の仕様、反応度投入条件、出力動特性データ

などを可能な限り明らかにし、令和 5 年度に実施する MIK2.0-MVP コードの検証に用いる代表

的な解析条件を決定する。②開発・予備検証では、MIK2.0-MVP コードの開発と予備検証を実施

する。MIK2.0-MVP コードの開発では、MIK2.0 コードが必要とする積分型動特性パラメータを

計算できるように、汎用連続エネルギー中性子輸送モンテカルロ計算コード MVP のソースプロ

グラムを改造する。予備検証では、米国ロスアラモス国立研究所で実施された GODIVA 炉超臨

界実験の出力動特性データを、MIK2.0-MVP コードを用いて再現解析する。再現解析では、東京

工業大学で実施された MIK1.0 コードによる GODIVA 炉超臨界実験再現解析の知見を参考とす

る。③臨界影響解析では、燃料デブリの動きに対応できるように MIK2.0-MVP コードを改良し、

MIK2.0-MVP／MPS 弱連成計算の動作確認を実施する。MIK2.0-MVP コードの改良では、燃料デブ
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2. 業務計画 

2.1 全体計画 

本研究は、臨界特性測定システムと多領域積分型動特性解析コードの開発にあたり、東京工

業大学、産総研、長岡技科大が連携して実施する。本研究の目的達成のための実施項目は下記

の 3項目である。 

(1) 燃料デブリの臨界特性測定システムの開発 

(2) 燃料デブリの臨界特性測定システムの性能試験 

(3) 燃料デブリ弱結合炉体系臨界影響解析手法の高度化 

 

臨界特性測定システムは、非接触のアクティブ中性子法による誘導核分裂中性子と含有水素

による熱化中性子を同時に測定することにより核分裂性ウラン、プルトニウム、含有水素量を

定量化し、燃料デブリの臨界安全上の特性を評価することができる測定システムを開発する。

この測定システムの開発では、検出器の設計、最適化、性能評価について中性子輸送計算を基

に数値解析によって行う「(1) 燃料デブリの臨界特性測定システムの開発」と、検出器の設計

に必要な中性子計測の基礎データの取得や製作した測定システムの試験を行う「(2) 燃料デブ

リの臨界特性測定システムの性能試験」により実施する。 

「(1) 燃料デブリの臨界特性測定システムの開発」では、①検出器の設計、②補正・換算係

数の評価、③性能評価の段階で研究を進める。①検出器の設計では、検出器システムの検出効

率と計量精度の向上のため、中性子源と検出器、減速材と遮蔽材の配置について、モンテカル

ロ計算により最適化を行う。計算コード及び核データの妥当性検証には、(2)-①の基礎実験に

おいて新たに取得する実験データを用いて比較・検討する。計算結果と実験データの比較を行

い、解析精度の評価を行う。評価済み核データライブラリ間の比較や熱中性子散乱則の評価を

行い、解析精度の向上を図る。精度の向上、評価を行った解析コードを用いて、臨界特性測定

システム用の検出器の設計を行う。検出器は中性子源（241AmBe 中性子源、252Cf 中性子源）、中

性子検出器（3He 比例計数管）、減速材（ポリエチレン、黒鉛、軽水）と遮蔽材（鉛、鉄、ホウ

素入りポリエチレンなど）を組み合わせたものになる。誘導核分裂中性子の高効率測定と含有

水素による減速中性子の分離測定を両立させる減速材の大きさや検出器の配置を計算によっ

て最適化させる。②補正・換算係数の評価では、開発した検出器を用いて得られた測定データ

から核分裂性ウラン、プルトニウムの計量、水素含有量、臨界安全上の特性を導出するための

手法を検討・評価する。燃料デブリに関する取得可能なデータと測定データを基にする入力群

に対して、核分裂性ウラン、プルトニウム（235U、239Pu、241Pu）量、水素含有量（H/U）、燃料デ

ブリの無限増倍率（k∞）を出力とするための補正・換算係数を計算により導出する。様々な形

状、組成、水素含有量の燃料デブリに対して計算を行い、測定値との相関を評価する。導出手

法としては機械学習の適用も行い、最適な方法を検討・評価する。③性能評価では、開発した

検出器と核分裂性ウラン、プルトニウムの計量、水素含有量、臨界安全上の特性を導出するた

めの手法を組み合わせた検出システムについて、産総研が担当する(1)-③の性能試験結果を用

いて核分裂性核種の検出限界、精度、適応可能な燃料デブリ形状や測定時間などの性能を評価

する。 

「(2) 燃料デブリの臨界特性測定システムの性能試験」では、①検出器の基礎実験、②検出

器の実証実験、③検出システムの性能評価試験の段階で研究を進める。①検出器の基礎実験で

は、測定システムを開発するにあたって、計算コードと核データの検証用に必要となる実験デ

ータの収集と整理を行う。対象となる実験データはポリエチレン、黒鉛、軽水などの減速材と
3He 比例計数管を用いた実験である。収集・整理した実験データは東京工業大学が担当する(1)- 
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リの動きに関わるタームを MIK2.0 コードの積分型動特性計算モジュールに組み込む。また、

令和 5年度に実施する MIK2.0-MVP コードの検証から得られる知見を MIK2.0-MVP コードの改良

作業にフィードバックする。MIK2.0-MVP／MPS 弱連成計算の動作確認では、水中を落下する燃

料デブリ多粒子体系の既存の MPS 計算結果をインプットとして用いて、フィードバック効果を

考慮せずに改良版 MIK2.0-MVP コードの動作確認を行う。ここでは、クラウドサーバーを用い

た動作確認も行う。 

 

 

2.2 実施体制 

実施体制を図 2.2-1 に示す。 

 

 
 

図 2.2-1 実施体制 
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2.3 令和 4年度の成果の目標及び業務の実施方法 

 2.3.1 燃料デブリの臨界特性測定システムの開発 

 (1) 検出器の設計 

非接触のアクティブ中性子法による誘導核分裂中性子と含有水素による熱化中性子を

同時に測定することにより核分裂性ウラン、プルトニウム、含有水素量を定量化し、燃

料デブリの臨界安全上の特性を評価することができる測定システムを開発するにあたっ

て、令和 3 年度に引き続き、計算コードと核データライブラリの検証を行う。モンテカ

ルロ中性子輸送計算コードとして MCNP6.2[1]、PHITS3[2]、MVP-3[3]、Serpent2[4]の 4

コードと評価済み核データライブラリとして JENDL-4.0[5]、ENDF/B-VII.1[6]、ENDF/B-

VIII[7]、JEFF-3.3[8]を比較対象とする。また、令和 3 年度に収集・整理した産総研が

保有する中性子減速場における中性子測定実験のデータ、既存の AWCC の測定データ、加

えて検出器設計最適化のために新たに基礎実験を行って取得するデータを用いて、中性

子輸送計算コードの妥当性及び不確かさを評価することで解析精度の向上を図る。この

基礎データを基に、検出器の配置や 3He ガス圧、減速材、遮蔽材、中性子源配置の最適

化を輸送計算コードを用いたパラメトリックサーベイによって実施することにより検出

器を設計する。 

 

 2.3.2 燃料デブリの臨界特性測定システムの性能試験【再委託先：産総研】 

 (1) 検出器の基礎実験 

非接触のアクティブ中性子法による誘導核分裂中性子と含有水素による熱化中性子を

同時に測定することにより核分裂性ウラン、プルトニウム、含有水素量を定量化し、燃

料デブリの臨界安全上の特性を評価することができる測定システムを開発するにあたっ

て、検出器の設計最適化に必要となる基礎実験を実施する。収集・整理した実験データ

は東京工業大学が担当する検出器の設計において利用する。基礎実験として、減速材（ポ

リエチレン、軽水、黒鉛）と中性子源（252Cf 線源、241AmBe 線源、加速器線源）の組合せ

からなる体系において、金箔・金ワイヤーを用いた放射化法による中性子束分布の詳細

測定、3He 比例計数管を用いた同時計数実験を行う。この実験により、減速材体系におけ

る中性子源の中性子エネルギー依存性、減速時間や中性子透過の減速材厚さ依存性を高

精度で検証するための比較用実験データを取得する。また、同時計数実験では同時計数

測定システムの動作検証も併せて実施する。 

 

2.3.3 燃料デブリ弱結合炉体系臨界影響解析手法の高度化【再委託先：長岡技科大】 

 (1) 開発・予備検証 

MIK2.0-MVP コードの開発と予備検証を実施する。MIK2.0-MVP コードの開発では、

MIK2.0 コードが必要とする積分型動特性パラメータを計算できるように、汎用連続エネ

ルギー中性子輸送モンテカルロ計算コード MVP のソースプログラムを改造する。予備検

証では、米国ロスアラモス国立研究所で実施された GODIVA 炉超臨界実験の出力動特性デ

ータを、MIK2.0-MVP コードを用いて再現解析する。再現解析では、東京工業大学で実施

された MIK1.0 コードによる GODIVA 炉超臨界実験再現解析の知見を参考とする。 
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リの動きに関わるタームを MIK2.0 コードの積分型動特性計算モジュールに組み込む。また、

令和 5年度に実施する MIK2.0-MVP コードの検証から得られる知見を MIK2.0-MVP コードの改良

作業にフィードバックする。MIK2.0-MVP／MPS 弱連成計算の動作確認では、水中を落下する燃

料デブリ多粒子体系の既存の MPS 計算結果をインプットとして用いて、フィードバック効果を

考慮せずに改良版 MIK2.0-MVP コードの動作確認を行う。ここでは、クラウドサーバーを用い

た動作確認も行う。 

 

 

2.2 実施体制 
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図 2.2-1 実施体制 
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2.3.4 研究推進 

研究代表者の下で各研究項目間ならびに廃炉環境国際共同研究センター（以下、CLADS

という。）等との連携を密にして、研究を進める。また、研究実施計画を推進するための 

打合せや会議等を開催する。 

 

 

  

JAEA-Review 2024-013

- 32 -



3-１ 
 

3. 実施内容及び成果 

3.1 燃料デブリの臨界特性測定システムの開発（令和 3年度～令和 4年度） 

3.1.1 検出器の設計（令和 3年度～令和 4年度） 

 (1) 令和 3 年度の概要 

臨界特性測定システムの開発における検出器の設計、最適化、性能評価に必要となる

モンテカルロ中性子輸送計算の解析環境を整備した。予備解析として、ポリエチレン減

速材と 3He 比例計数管の組合せによる中性子計数体系に対する解析を実施し、計算コー

ドと核データライブラリの検証を行った。産総研が保有する中性子減速場における中性

子測定実験のデータ、既存 AWCC の測定データを収集・整理し、計算結果との比較用のデ
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図 3.1-1 臨界特性測定システムの概要図 
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2.3.4 研究推進 

研究代表者の下で各研究項目間ならびに廃炉環境国際共同研究センター（以下、CLADS

という。）等との連携を密にして、研究を進める。また、研究実施計画を推進するための 

打合せや会議等を開催する。 
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② 計算コードと核データライブラリの検証 

臨界特性測定システムの検出下限値や精度は、使用する 3He 比例計数管の中性子検出

効率、ポリエチレン減速材や燃料デブリに含まれる水分での減速による検出効率への影

響が重要となる。3He 比例計数管の熱中性子に対する検出効率は、産総研の黒鉛パイルと
241AmBe 線源を用いた熱中性子国家標準場において校正する。そのため、減速材として、

黒鉛、ポリエチレン、軽水に対する計算における精度が重要となる。令和 3 年度に引き

続き、各減速体系に対する計算コード（PHITS3、MVP-3、Serpent2、MCNP6.2）と評価済

み核データライブラリ（JENDL、ENDF/B、JEFF）の比較検討を行った。その結果、計算コ

ード間には大きな差はなかったが、核データに起因する一部の減速材体系において 1 %

を超える差があった。1つは黒鉛パイル減速体系材体系（3.2 節で説明）における計算で、

ENDF/B-VII.0 を使用した場合、他のライブラリと比較して最大で 10 %弱過大な値となっ

た。これは黒鉛の熱中性子吸収断面積が他のライブラリと異なっているためである。表

3.1-1 に、天然同位体存在比の炭素（以下、「C-nat」という。）に対する各評価済み核デー

タライブラリの熱中性子（E = 0.0253 eV）の捕獲断面積を示す。ENDF/V-VII.0 は JENDL-

4.0 と比較して熱中性子捕獲断面積が 10 %以上小さい値となっている。この値は過去の

実験と比べても小さい値である。ただし、ENDF/B-VII.1 以降は値が修正されている。も

う 1 つの異なる例は、ポリエチレン減速体系における熱中性子散乱則である。図 3.1-2

に、ポリエチレン減速材体系における中性子束分布測定実験（3.2 節で説明）の計算体系

を示す。また、図 3.1-3 に金線の飽和放射能の計算値と実験値を示す。計算は PHITS を

用いて行い、核データライブラリとして JENDL-4.0、JENDL-5.0、ENDF/B-VIII.0 の結果

を示す。おおむね熱中性子束分布の形状を再現しているが計算精度としては最大 10 %程

度実験値との差がある。線源に近い位置での差が大きく、線源と金線の設置精度が影響

していると考えられる。また、核データライブラリ間の比較では JENDL-5.0 と ENDF/B-

VIII.0 の計算値が JENDL-4.0 と比較して 1 %小さな値となっている。これは JENDL-5.0

と ENDF/B-VIII.0 からポリエチレン中の水素に対する熱中性子散乱則の評価が更新され 

たためと考えられる。 

 

表 3.1-1 C-nat に対する評価済み核データライブラリの熱中性子捕獲断面積 

評価済み核データライブラリ 捕獲断面積(MT = 102) [mb] JENDL-4.0 との相対値 

JENDL-4.0 3.86139 - 

ENDF/B-VII.0 3.36822 0.8722 

ENDF/B-VII.1 3.86139 1.0000 

ENDF/B-VIII.0 (C-12) 3.862 1.0002 

JEFF3.3 3.81622 0.9883 

 

 
 

図 3.1-2 ポリエチレン減速材体系における中性子束分布測定実験計算体系 
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図 3.1-3 ポリエチレン減速材体系における金線飽和放射能計算と実験値 
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図 3.1-4 水減速体系における信号時間間隔分布の実験値（左）と計算値（右） 
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③ 検出器の最適化 

検出器の配置や 3He ガス圧、減速材、遮蔽材、中性子源配置について輸送計算コードを

用いたパラメトリックサーベイを実施することで最適化し、検出器を設計した。 

外側ポリエチレン層の厚さを最適化するために、241AmBe 線源と 252Cf 線源から放出され

る中性子エネルギースペクトル[9]の中性子源に対する中性子検出効率についてパラメ

トリックサーベイを行った。既存の AWCC[10]は内径 22 cm 外径 48.3 cm の構造となって

いるが、今回の設計は、厚さ 1.0 cm の B4C を遮蔽材としてポリエチレン層の内側に設置

した 2層構造かつ燃料デブリを収納するユニット缶（直径 21 cm×高さ 40 cm）を収納す

るため、ポリエチレンの内径 40 cm とした。ポリエチレン層の中心に直径 2.54 cm×高

さ 40 cm の直管 3He 比例計数管を設置して、内側のサンプル挿入領域から均一に発生さ

せたそれぞれの中性子線源に対する検出効率を計算した。検出効率の計算結果を図 3.1-

5 に示す。核分裂中性子のエネルギースペクトルを持つ 252Cf 線源に対する感度は、ポリ

エチレン厚さが 10 cm の時に最大となった。ポリエチレン層が薄い時は中性子の熱化が

不十分かつ中性子の漏れの影響で検出効率が低い。ポリエチレン層が厚くなるにつれ中

性子の熱化が十分になり中性子の漏れも小さくなるため、検出効率が大きくなる。さら

にポリエチレン層が厚くなると熱中性子の平均自由行程以上になり、遮蔽効果により検

出効率が減少する。一方で核分裂中性子より放出中性子エネルギーが高い 241AmBe 線源で

は、検出効率の最大は厚さ 12 cm になる。直管 3He 比例計数管は核分裂中性子を計測す

るための検出器であり、241AmBe 線源からの直接線、散乱線はバックグラウンド成分とな

る。核分裂から発生する中性子の検出効率を最大化し、241AmBe 線源からの影響を相対的

に低くするためにポリエチレン層の厚さは 10 cm に決定した。 

次に直管 3He 比例計数管の円環ポリエチレンにおける挿入位置について、パラメトリ

ックサーベイにより検討した。中性子源と検出器の相対位置として、241AmBe 線源から測

定システム中心方向を 0°として、45°ごとに検出器を配置して検出効率を計算した。直

管 3He比例計数管の挿入位置による 241AmBe 線源に対する検出効率を最大値に対する相対

値として図 3.1-6 に示す。180°方向、つまり線源の最も近くに設置した場合が最大とな

り、90°、270°方向が最小の検出効率となった。距離的には 0°方向が線源から離れて

いるが燃料デブリ挿入空間の影響を受け、今回の挿入していない場合では検出効率が高

くなった。90°、270°方向は直接線が SUS 中を通過するため、遮蔽効果で最小となって

いると考えられる。このことから直管 3He 比例計数管の挿入位置は、バックグラウンド

成分の影響を最小化し、燃料デブリの遮蔽効果の影響を受けづらい位置である 90°、

270°方向とした。 

決定した減速材厚さ、検出器配置に対して、燃料デブリ量（ウラン含有量）について

検証した。計算では MCNP6.2 と ENDF/B-VIII.0 を用いて行い、均質化した燃料デブリ（5 

wt% UO2と構造材の混合物）を内部に配置した場合の中性子検出効率を導出した。裸の球

形 3He 比例計数管の 3He ガス圧を 2.0 atm、それ以外を 0.2 atm とした。燃料デブリ体積

割合に対する各検出器の検出効率を図 3.1-7 に示す。左図に 241AmBe 線源からの 1中性子

発生に対する検出効率の絶対値を、右図に燃料デブリ割合 0 %、つまり燃料デブリが入

っていない時の値に対する相対値を示す。直管 3He は燃料デブリ量の増加に従って検出

効率が増加することが確認された。内側の球形 3He 比例計数管については、裸の検出器

はほぼ一定、減速材付きの検出器は燃料デブリ中での遮蔽効果により減少する形となっ

ている。次に燃料デブリ割合 60 %の場合に水を追加した場合の結果を図 3.1-8 に示す。 
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左図に 241AmBe 線源からの 1 中性子発生に対する検出効率の絶対値を、右図に水 0 %、つ

まり水が入っていない時の値に対する相対値を示す。直管、減速材付き検出器の計数率

が一定なのに対し、裸の検出器が水の増加とともに検出効率が増加しているのが分かる。

これは、サンプル中の水により減速し熱中性子化した中性子が、裸の検出器で計測され

るからである。以上より、ウラン量、水分量に感度を持つ検出器システムになっている

ことを確認した。 
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図 3.1-5 ポリエチレン層の厚さによる直管 3He 比例計数管の検出効率 

 

 

 

 

 

図 3.1-6 直管 3He 比例計数管の円環ポリエチレンにおける挿入位置に対する検出効率 
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にポリエチレン層が厚くなると熱中性子の平均自由行程以上になり、遮蔽効果により検

出効率が減少する。一方で核分裂中性子より放出中性子エネルギーが高い 241AmBe 線源で

は、検出効率の最大は厚さ 12 cm になる。直管 3He 比例計数管は核分裂中性子を計測す

るための検出器であり、241AmBe 線源からの直接線、散乱線はバックグラウンド成分とな

る。核分裂から発生する中性子の検出効率を最大化し、241AmBe 線源からの影響を相対的

に低くするためにポリエチレン層の厚さは 10 cm に決定した。 

次に直管 3He 比例計数管の円環ポリエチレンにおける挿入位置について、パラメトリ

ックサーベイにより検討した。中性子源と検出器の相対位置として、241AmBe 線源から測

定システム中心方向を 0°として、45°ごとに検出器を配置して検出効率を計算した。直

管 3He比例計数管の挿入位置による 241AmBe 線源に対する検出効率を最大値に対する相対

値として図 3.1-6 に示す。180°方向、つまり線源の最も近くに設置した場合が最大とな

り、90°、270°方向が最小の検出効率となった。距離的には 0°方向が線源から離れて

いるが燃料デブリ挿入空間の影響を受け、今回の挿入していない場合では検出効率が高

くなった。90°、270°方向は直接線が SUS 中を通過するため、遮蔽効果で最小となって

いると考えられる。このことから直管 3He 比例計数管の挿入位置は、バックグラウンド

成分の影響を最小化し、燃料デブリの遮蔽効果の影響を受けづらい位置である 90°、

270°方向とした。 

決定した減速材厚さ、検出器配置に対して、燃料デブリ量（ウラン含有量）について

検証した。計算では MCNP6.2 と ENDF/B-VIII.0 を用いて行い、均質化した燃料デブリ（5 

wt% UO2と構造材の混合物）を内部に配置した場合の中性子検出効率を導出した。裸の球

形 3He 比例計数管の 3He ガス圧を 2.0 atm、それ以外を 0.2 atm とした。燃料デブリ体積

割合に対する各検出器の検出効率を図 3.1-7 に示す。左図に 241AmBe 線源からの 1中性子

発生に対する検出効率の絶対値を、右図に燃料デブリ割合 0 %、つまり燃料デブリが入

っていない時の値に対する相対値を示す。直管 3He は燃料デブリ量の増加に従って検出

効率が増加することが確認された。内側の球形 3He 比例計数管については、裸の検出器

はほぼ一定、減速材付きの検出器は燃料デブリ中での遮蔽効果により減少する形となっ

ている。次に燃料デブリ割合 60 %の場合に水を追加した場合の結果を図 3.1-8 に示す。 
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図 3.1-7 燃料デブリ量に対する各 3He 比例計数管の検出効率の変化 

 

 

 
図 3.1-8 水分量に対する各 3He 比例計数管の検出効率の変化 

 

 

  3.1.2 まとめ 

燃料デブリ臨界特性測定システムを開発するにあたって、令和 3 年度に引き続き、計

算コードと核データライブラリの検証を行った。また、令和 3 年度に収集・整理した産

総研が保有する中性子減速場における中性子測定実験のデータ、既存の AWCC の測定デー

タ、加えて検出器設計最適化のために新たに基礎実験を行って取得するデータを用いて、

中性子輸送計算コードの妥当性及び不確かさを評価することで解析精度の向上を図り、

検出器の配置や 3He ガス圧、減速材、遮蔽材、中性子源配置の最適化を、輸送計算コード

を用いたパラメトリックサーベイにより実施することで検出器を設計した。設計した検

出器は燃料デブリ量、水分量に感度がある検出器であることを確認した。 
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3.2 燃料デブリの臨界特性測定システムの性能試験（令和 3年度～令和 4年度） 

   【再委託先：産総研】 

 3.2.1 検出器の基礎実験（令和 3年度～令和 4年度） 

   (1) 令和 3年度の概要 

臨界特性測定システムの開発にあたって、計算コードと核データの検証用に必要とな

る黒鉛、ポリエチレンなどの減速材と 3He 比例計数管を用いた実験データの収集と整理

を行った。また、中性子束分布測定に用いられる放射化金箔から放出されるガンマ線の

井戸型 NaI(Tl)シンチレーション検出器での検出効率を高精度で校正した。校正には
241AmBe 中性子源と黒鉛パイルを使用した熱中性子国家標準場で金箔を照射し、誘導放射

能を 4πβ-γ同時計数装置で絶対測定し、同じ金箔を井戸型 NaI(Tl)シンチレーション

検出器で測定して、411.8 keV ガンマ線に対する検出効率を校正した。また、アクティブ

中性子法で使用する中性子源（252Cf 中性子源）について、黒鉛パイルと校正済みの 241AmBe

中性子源との相対測定によって中性子放出率を高精度で校正した。 

 

   (2) 令和 4年度の実施内容 

基礎実験として、減速材（ポリエチレン、軽水、黒鉛）と中性子源（252Cf 線源、241AmBe

線源、加速器線源）の組合せからなる体系において、金箔・金ワイヤーを用いた放射化

法による中性子束分布の詳細測定、3He 比例計数管を用いた同時計数実験を行った。表

3.2-1 に、実施した基礎実験の体系の概要を示す。 

黒鉛減速材体系（体系 1）は熱中性子国家標準場である産総研の黒鉛パイル（幅 230 cm

×奥行 190 cm×高さ 190 cm）を使用した。黒鉛パイルの概要と中性子源と検出器の位置

関係を図 3.2-1 に示す。中性子源として、241AmBe 中性子源は黒鉛パイル中心、252Cf 中性

子源は中心から 10 cm 位置に装荷し、中性子検出器として黒鉛パイル中心から 90 cm 位

置に設置した金箔（直径 2.0 cm×厚さ 25 µm）と球形 3He 比例計数管を用いて測定を行

った。金箔は 4同時計数装置により放射能の絶対値を測定した。それぞれの検出器

における測定において、中性子発生数あたりの金箔飽和放射能、球形 3He 比例計数管の

計数率を導出した。放出中性子エネルギーの異なる 241AmBe と 252Cf に対する中性子束の

エネルギー依存性について、測定により黒鉛パイル減速体系において、252Cf/241AmBe 比と

して、0.991±0.018 の値を得た。水減速体系（体系 2）では、軽水が入ったアクリル製

の水槽（水ファントム）に、2つの減速材付き 3He 比例計数管を設置して計数実験を行っ

た。実験の様子を図 3.2-2 に示す。水ファントム中心に中性子線源（241AmBe、252Cf）を設

置し、線源をはさむ形で 2 つの検出器の間に線源を設置した。測定では本年度購入した

FastComTec 社製マルチチャンネルアナライザーMCA4A（図 3.2-3）を使用し、核分裂中性

子と熱化中性子の同時計数の動作検証も併せて実施し、計算との比較用の実験データを

取得した。測定ではコインシデンス時間をあらかじめ設定した測定と入力信号の時刻情

報をすべて記録するリストモードの測定を実施した。同時計数の測定状況を図 3.2-4 に

示す。右上と左下のスペクトルはそれぞれの 3He 比例計数管により測定された波高スペ

クトルであり、右下が 2つの検出器の同時計数（コインシデンス時間 100 µs）の 2次元

マップとなる。この測定により同時計数実験が正常に動作することを確認した。図 3.2-

5 に、252Cf 中性子源に対するリストモードの解析結果を示す。横軸は 2 つの信号の時間

間隔に対する計数率を示している。252Cf は自発核分裂中性子源であり、1 度の放射性崩

壊で複数の中性が同時に発生する。計数率の曲線は 2 つの成分からなり、時間間隔の短

い急激に減衰している成分が同じ核分裂に起因する中性子を計測した事象である。一方
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図 3.1-7 燃料デブリ量に対する各 3He 比例計数管の検出効率の変化 

 

 

 
図 3.1-8 水分量に対する各 3He 比例計数管の検出効率の変化 

 

 

  3.1.2 まとめ 

燃料デブリ臨界特性測定システムを開発するにあたって、令和 3 年度に引き続き、計

算コードと核データライブラリの検証を行った。また、令和 3 年度に収集・整理した産

総研が保有する中性子減速場における中性子測定実験のデータ、既存の AWCC の測定デー

タ、加えて検出器設計最適化のために新たに基礎実験を行って取得するデータを用いて、

中性子輸送計算コードの妥当性及び不確かさを評価することで解析精度の向上を図り、

検出器の配置や 3He ガス圧、減速材、遮蔽材、中性子源配置の最適化を、輸送計算コード

を用いたパラメトリックサーベイにより実施することで検出器を設計した。設計した検

出器は燃料デブリ量、水分量に感度がある検出器であることを確認した。 
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で、緩やかに減衰する成分はランダムな計数、つまり別の核分裂からの中性子を計数し

た事象である。これによりリストモード測定により、より詳細な中性子検出過程の解析

が可能であることが分かった。 

ポリエチレン減速体系（体系 3）では、本年度購入したポリエチレンブロック、鉛ブロ

ック、SUS ブロック、B4C 中性子遮蔽シートを組み合わせた実験を行った。図 3.2-6 に、

実験例を示す。左図はポリエチレン減速材体系における球形 3He 比例計数管による同時

計数実験、右図はポリエチレン減速体系における金ワイヤーの放射化による中性子束分

布測定である。放射化した金ワイヤーを井戸型 NaI(Tl)ガンマ線検出器で測定すること

で飽和放射能分布を導出した。また、鉛ブロック、SUS ブロックによるガンマ線遮蔽や中

性子計数率への影響を比較するための測定を行った。加えて B4C 中性子遮蔽シートを 2

つの 3He 比例計数管の間に挿入し、熱中性子が十分遮蔽されるか確認を行った。 

ボナー球測定体系（体系 4）は、中性子検出器として球形のポリエチレン減速材（直径

5、6、8 インチ）中に球形 3He 比例計数管を配したボナー球検出器を用いた測定である。

ボナー球検出器に対して、産総研の加速器を用いた 14.8 MeV の標準場で測定（図 3.2-

7）を行い、検出効率を導出した。また、241AmBe 中性子源に対するボナー球の測定を行い、

検出効率を導出した。 

以上の 4 つの体系で測定した実験データは東京工業大学が担当する検出器の設計で利

用された。 

 

表 3.2-1 基礎実験の実施体系一覧 

No 中性子源 減速材 中性子検出器 

体系 1 241AmBe、 252Cf 黒鉛 球形 3He 比例計数管、金箔 

体系 2 241AmBe、 252Cf 水 ポリエチレン減速材付き球形 3He 比例計数管 

体系 3 241AmBe、 252Cf  ポリエチレン 球形 3He 比例計数管、金ワイヤー 

体系 4 加速器中性子

源、241AmBe 
ポリエチレン ポリエチレン減速材付き（ボナー球）球形 3He

比例計数管 

 

 
   図 3.2-1 黒鉛減速体系（体系 1）の測定概要 
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図 3.2-2 軽水減速体系（体系 2）の測定実施風景 

 

 

 

 
 

図 3.2-3 導入した MCA4A と PC 
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図 3.2-4 同時計数測定の測定システム画面 

 

 
 

図 3.2-5 リストモードの解析結果 

 

 

 
 

図 3.2-6 ポリエチレン減速体系（体系 3）の測定実施の様子 
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図 3.2-7 ボナー球測定体系（体系 4）の測定実施の様子 

 

 

 

  3.2.2 まとめ 

基礎実験として、減速材（ポリエチレン、軽水、黒鉛）と中性子源（252Cf 線源、241AmBe

線源、加速器線源）の組合せからなる体系において、金箔・金ワイヤーを用いた放射化

法による中性子束分布の詳細測定、3He 比例計数管を用いた同時計数実験を実施した。こ

の実験により、減速材体系における中性子源の中性子エネルギー依存性、減速時間や中

性子透過の減速材厚さ依存性を高精度で検証するための比較用実験データを取得した。

同時計数測定システムの動作検証を行い、正常に動作することを確認した。 

  

3-10 
 

 
図 3.2-4 同時計数測定の測定システム画面 

 

 
 

図 3.2-5 リストモードの解析結果 

 

 

 
 

図 3.2-6 ポリエチレン減速体系（体系 3）の測定実施の様子 
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3.3 燃料デブリ弱結合炉体系臨界影響解析手法の高度化（令和 3年度～令和 4年度） 

   【再委託先：長岡技科大】 

 3.3.1 開発環境構築（令和 3年度） 

 令和 2 年度に導入した並列計算ワークステーションの計算容量を増強する形で、令和

3年度は MIK2.0-MVP コード開発専用のメニーコアマルチノード並列計算・データサーバ

ーを導入し、開発環境を整備した。 

 ロシア国内で実施された結合炉超臨界／パルス中性子源実験データの詳細調査は、ロ

シア語公開文献を対象として実施した。令和 3 年度は、ロシア国立原子力研究大学モス

クワ物理工学研究所（Moscow Engineering Physics Institute：以下、「MEPhI」という。）

が対象となる文献を検索した結果、ロシア国立原子力機構（ロスアトム）の物理電力工

学研究所（Institute of Physics and Power Engineering：以下、「IPPE」という。）の

結合炉体系における超臨界実験結果に関する文献に着目することとし、同文献を MEPhI

から入手した。日本側では翻訳アプリ DeepL Pro を用いてロシア語を英語に翻訳の上、

解読した。実験に用いられた結合炉体系の仕様、反応度投入条件、出力動特性データな

ど、令和 5 年度に実施する予定の MIK2.0-MVP コードの検証に用いる代表的な解析条件を

整理した[11]。 

 

 3.3.2 開発・予備検証（令和 4 年度）  

 MIK2.0-MVP コードの開発と予備検証を実施した。MIK2.0-MVP コードの開発では、

MIK2.0 コードが必要とする積分型動特性パラメータを計算できるように、汎用連続エネ

ルギー中性子輸送モンテカルロ計算コード MVP のソースプログラムを改造した。また、

改造した MVP コードから出力されるデータを用いて積分型動特性パラメータを計算する

プログラムを作成した。MIK2.0-MVP コードの概要を図 3.3-1 に示す。 

 予備検証では、米国ロスアラモス国立研究所で実施された GODIVA 炉超臨界実験の出力

動特性データを、MIK2.0-MVP コードを用いて再現解析した。再現解析では、東京工業大

学で実施された MIK1.0 コードによる GODIVA 炉超臨界実験再現解析の知見[12]を参考と

した。予備検証の計算条件（表 3.3-1）は文献[12]を参考にして決定した。GODIVA 炉心

の領域数は、コードの動作確認のため、2領域（内側・外側）とした。計算結果の例を図

3.3-2 に示す。MIK2.0-MVP コードでは、MIK1.0 コードが有する計算機能に加えて、遅発

中性子による核分裂の効果も考慮することができるようになったことを確認した。この

機能は、令和 5 年度に予定している MIK2.0-MVP コードと粒子法コードの弱連成解析の基

本となる。フィードバック効果の反映クライテリア等と再現精度の関係の検討は、令和

5年度の弱結合炉体系を対象とした予備検証と併せて実施する計画である。 
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表 3.3-1 MIK2.0-MVP コード予備検証の計算条件 

計算体系 GODIVA 炉心 

組成 U234：1.00 wt% 

U235：93.71 wt% 

U238：Remaining wt% 

外径／内径（2領域分割） 8.85 cm／7.02 cm 

初期温度 293 K 

初期炉心出力 1 W（定常状態） 

投入反応度 約 1.08 $、ステップ投入（βeff = 0.0067）

タイムステップΔt 2.0×10−10 s 

計算ステップ数 1.0×106（0.2 ms） 

フィードバック効果 U238 ドップラー効果 

スペクトルシフト（断熱近似） 

 

 

 
 

 

図 3.3-2 MIK2.0-MVP コード予備検証の計算結果の例 

 

   3.3.3 まとめ 

遅発中性子による核分裂も考慮可能な多領域積分型動特性解析コード MIK2.0-MVP を

開発し、予備検証として GODIVA 炉超臨界実験の再現解析を実施した。この結果より、

MIK2.0-MVP コードでは、MIK1.0 コードが有する計算機能に加えて、遅発中性子による核

分裂の効果を考慮することができるようになったことを確認した。令和 4 年度の検討を

通じて、MIK2.0-MVP コードと粒子法コードの弱連成解析の土台となる新たな機能を確立

することができた。 

 

  

Prompt, inner core

Prompt, outer core 

Delayed, inner core 

Delayed, outer core 
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3.3 燃料デブリ弱結合炉体系臨界影響解析手法の高度化（令和 3年度～令和 4 年度） 

   【再委託先：長岡技科大】 
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プログラムを作成した。MIK2.0-MVP コードの概要を図 3.3-1 に示す。 

 予備検証では、米国ロスアラモス国立研究所で実施された GODIVA 炉超臨界実験の出力

動特性データを、MIK2.0-MVP コードを用いて再現解析した。再現解析では、東京工業大

学で実施された MIK1.0 コードによる GODIVA 炉超臨界実験再現解析の知見[12]を参考と

した。予備検証の計算条件（表 3.3-1）は文献[12]を参考にして決定した。GODIVA 炉心

の領域数は、コードの動作確認のため、2領域（内側・外側）とした。計算結果の例を図

3.3-2 に示す。MIK2.0-MVP コードでは、MIK1.0 コードが有する計算機能に加えて、遅発

中性子による核分裂の効果も考慮することができるようになったことを確認した。この

機能は、令和 5年度に予定している MIK2.0-MVP コードと粒子法コードの弱連成解析の基

本となる。フィードバック効果の反映クライテリア等と再現精度の関係の検討は、令和

5年度の弱結合炉体系を対象とした予備検証と併せて実施する計画である。 
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3.4 研究推進（令和 3年度～令和 4年度） 

(1) 令和 3年度の概要 

 本業務は、日本側実施機関である東京工業大学と産総研、ロシア側研究機関であるロ

シア国立原子力研究大学（MEPhI）が緊密に連携して実施した。 

 国内連携としては、令和 4年 2月 3日の PO 中間フォローにおいて、JAEA/CLADS の JAEA

プログラムオフィサー（J-PO）も交えて計画概要及び進捗状況の説明と意見交換を行っ

た。令和 4年 2月 25 日には、東京工業大学と産総研の関係者間でキックオフ会議を開催

し、日本側研究計画のすり合わせと今後の活動について意見交換を行った。令和 4 年 3

月 10 日には、令和 3年度英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業成果報告会

に参加し、研究計画の概要を事前録画形式で多くの事業関係者と共有した。その他、日

本側実施機関の担当者レベルでは、オンライン会議形式で研究進捗を緊密に共有しなが

ら研究を推進した。 

 日露連携としては、令和 4年 2月 22 日にオンライン会議形式で日露ワークショップを

開催し、両国の研究計画・進捗、連携に関わる期待、研究推進に関わる注意事項など詳細

について確認と意見交換を行った。 

 

(2) 令和 4年度の実施内容 

本業務は東京工業大学、産総研と長岡技科大が緊密に連携して実施した。 

令和 4 年 6 月 9 日・12 月 27 日・令和 5 年 3 月 3 日の PO 中間フォローにおいて、

JAEA/CLADS の J-PO も交えて計画概要及び進捗状況の説明と意見交換を行った。令和 4年

8月 29 日に開催された第 6回 NDF 廃炉国際フォーラムでポスター発表した他、令和 5年

3 月 15 日には、日本原子力学会 2023 年春の年会において各 3 研究課題の研究進捗につ

いてシリーズ発表として 3 件の発表を行った。その他、実施機関の担当者レベルでは、

オンライン会議形式で研究進捗を緊密に共有しながら研究を推進した。 
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4. 結言 

本研究は、非接触のアクティブ中性子法により燃料デブリの臨界安全上の特性を評価する測

定システムの開発と、燃料デブリ取出し作業員の安全確保方策の確立に資する基盤技術として、

多領域積分型動特性解析コードの開発により燃料デブリ臨界解析技術を高度化することを目的

としており、令和 3 年度から令和 5 年度の 3 年計画の 2 年目として東京工業大学、産総研、長

岡技科大が連携して実施した。 

令和 4 年度、東京工業大学では令和 3 年度に収集・整理した産総研が保有する中性子減速場

における中性子測定実験のデータ、加えて検出器設計最適化のために新たに基礎実験を行って

取得したデータを用いて、中性子輸送計算コードの妥当性及び不確かさを評価することで解析

精度の向上を図った。この基礎データを基にした輸送計算コードを用いたパラメトリックサー

ベイにより、検出器の配置や 3He ガス圧、減速材、遮蔽材、中性子源配置の最適化を実施するこ

とにより検出器を設計した。 

産総研では、基礎実験として減速材（ポリエチレン、軽水、黒鉛）と中性子源（252Cf 線源、
241AmBe 線源、加速器線源）の組合せからなる体系において、金箔・金ワイヤーを用いた放射化

法による中性子束分布の詳細測定、3He 比例計数管を用いた同時計数実験を実施した。この実験

により、減速材体系における中性子源の中性子エネルギー依存性、減速時間や中性子透過の減

速材厚さ依存性を検証するための比較用実験データを取得した。同時計数測定システムの動作

検証を行い、正常に動作することを確認した。燃料デブリの臨界特性測定システムの開発・性

能試験では、本年度の設計を基に構築したシステムに対して、検出器の校正、測定データから

核分裂性ウラン、プルトニウムの計量、水素含有量、臨界安全上の特性を導出するための手法

に対する検討・評価を行い、現場適応へ向けての性能を実証することが今後の課題である。 

長岡技科大では、遅発中性子による核分裂も考慮可能な多領域積分型動特性解析コード

MIK2.0-MVP を開発し、予備検証として GODIVA 炉超臨界実験の再現解析を実施した。この結果

より、MIK2.0-MVP コードでは、MIK1.0 コードが有する計算機能に加えて、遅発中性子による核

分裂の効果を考慮することができるようになったことを確認した。令和 4年度の検討を通じて、

MIK2.0-MVPコードと粒子法コードの弱連成解析の土台となる新たな機能を確立することができ

た。 

以上の活動により本研究の令和 4年度の所期の目的を達成することができた。 
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3.4 研究推進（令和 3年度～令和 4年度） 
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 本業務は、日本側実施機関である東京工業大学と産総研、ロシア側研究機関であるロ

シア国立原子力研究大学（MEPhI）が緊密に連携して実施した。 

 国内連携としては、令和 4年 2月 3日の PO 中間フォローにおいて、JAEA/CLADS の JAEA

プログラムオフィサー（J-PO）も交えて計画概要及び進捗状況の説明と意見交換を行っ

た。令和 4年 2月 25 日には、東京工業大学と産総研の関係者間でキックオフ会議を開催

し、日本側研究計画のすり合わせと今後の活動について意見交換を行った。令和 4 年 3

月 10 日には、令和 3年度英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業成果報告会

に参加し、研究計画の概要を事前録画形式で多くの事業関係者と共有した。その他、日

本側実施機関の担当者レベルでは、オンライン会議形式で研究進捗を緊密に共有しなが

ら研究を推進した。 

 日露連携としては、令和 4年 2月 22 日にオンライン会議形式で日露ワークショップを

開催し、両国の研究計画・進捗、連携に関わる期待、研究推進に関わる注意事項など詳細

について確認と意見交換を行った。 

 

(2) 令和 4年度の実施内容 

本業務は東京工業大学、産総研と長岡技科大が緊密に連携して実施した。 

令和 4 年 6 月 9 日・12 月 27 日・令和 5 年 3 月 3 日の PO 中間フォローにおいて、

JAEA/CLADS の J-PO も交えて計画概要及び進捗状況の説明と意見交換を行った。令和 4年

8月 29 日に開催された第 6回 NDF 廃炉国際フォーラムでポスター発表した他、令和 5年

3 月 15 日には、日本原子力学会 2023 年春の年会において各 3 研究課題の研究進捗につ

いてシリーズ発表として 3 件の発表を行った。その他、実施機関の担当者レベルでは、
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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